
他に例を見ない全社員出資の 
MEBOモデル

　国内トップのレーザー機器

専門商社・日本レーザーは、

もともと日本電子（東証一部

上場）の100％子会社であっ

た。しかし、2007年にMEBO

（マネジメント・アンド・エ

ンプロイー・バイアウト、経

営陣と従業員が共同で経営権

を買収する取引）を実行し、

親会社から独立を果たした。

　その後、2011年に「日本で

いちばん大切にしたい会社」

大賞の中小企業庁長官賞に輝

き、翌12年には「勇気ある経

営大賞」大賞を受賞。全社員

が出資し、全社員が経営する

同社は、エンプロイーブラン

ドでオンリーワンモデルを確

立したユニークな企業といえ

よう。

　同社の近藤宣之社長は1994

年に就任して、13 年後に

MEBOに踏み切った。なぜ

MEBOだったのか。MEBO

経営とはいかなる資本モデル

なのだろうか。

ファンドを入れない全国初の 

　日本レーザーがMEBOに

踏み切った背景には、親会社

の規制の厳しさに加え、どん

なに優秀なプロパー社員でも

社長に就けないという構造上

の問題があった。そこで親会

社から出向した近藤社長は、

社員持ち株会の出資による

「JLCホールディングス（以降、

JLCHD）を設立。金融機関

の融資を取り付け、親会社の

保有株式を買い取って独立を

果たした。（次頁【図表】）

　親会社から事業を継承する

スキームは、MEBO 以外に
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配当還元価額
での売買

親会社

役員持ち株会
社員持ち株会ほか

日本レーザー 日本レーザー

JLC
ホールディングス

金融
機関

役員・社員

入会 退会
（退職・退任）

株式譲渡
出資

【対策後】【対策前】

融資

【図表】日本レーザーのMEBOスキーム

も多数存在する。しかしなが

ら、M&Aでは親会社が変わ

るだけであり、IPOも金銭的

メリットの面が強く、好まし

くはなかった。MEBOのス

キームでは通常、ファンドを

入れるケースが多い。だが、

その場合は将来売却される可

能性が高かった。経営が安定

しないばかりか、そもそも社

員の士気が上がらない。模索

の末、近藤社長がたどり着い

たのは、金融機関の融資によ

だったのである。

　「ファンドを入れないMEBO

は全国初のモデルだと思う」

（近藤社長）。金融機関からの

借り入れに当たり、近藤社長

は個人保証の負担が発生し

た。「妻には内緒でサインし

た」とのことであるが、当時

の近藤社長にとっては苦渋の

決断だったに違いない。

　買収しても、会社が無借金

にならないと後継者のなり手

がいない。そこで、財務体質

の改善に取り組んだ。現在、

短期・長期とも借入金はなく、

私募債を発行しているが、そ

れを上回るキャッシュポジ

ションで実質無借金体質と

なっている。

KFSはモチベーションと
リーダーシップ

　現在、JLCHDの株主構成

は、役員持ち株会の53.1％を

筆頭に、社員持ち株会32％、

旧親会社の日本電子14.9％と

なっている。JLCHDを立ち

上げる当時、持ち株会への出

資を社員に募ったところ、出

いう。

　「MEBOをしたから社員の

モチベーションが高まったの

ではなく、モチベーションが

高かったからMEBOができ

たのです」と近藤社長は話す。

同社にとって、MEBOは目

的ではなく、社員の夢と志を

実現する手段であったという

ことだ。今では正社員にとど

まらず、パート出身の嘱託社

員、他社定年後採用社員に至

るまで出資しており、文字通

り「全員参加経営」が実現し

ている。

　同社は社員に事業承継して

いくことを前提としており、

次期、次々期までの社長が決

まっている。その次の世代の

候補も複数名決まっていると

いう。MEBOの成功条件は、

卓越した資本政策の技術では

なく、夢と志を実現する社員

のリーダーシップとモチベー

ションにこそあるのだ。

株式会社日本レーザー
所在地

事業内容
レーザー・光学製品輸入販
売、自社品開発販売など

売上高
37億8200万円（2015年12月期）

従業員数

Data
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